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1
企業が、現在発信している非財務情報、今後発信を強化したい非財務情報ともに、
「人的資本」が1位で、2位が「社会・関係資本」。

企業が、今後発信を強化したい項目のトップは、「従業員が働きやすい制度設計を
通じた従業員エンゲージメントの向上」。2

個人投資家が、現在発信をしていると感じる非財務情報、今後発信を期待する非
財務情報ともに、「人的資本」が1位で、2位が「社会・関係資本」。3

個人投資家に「人的資本」と「社会・関係資本」の両方が伝わっていると、一方だけが
伝わっている場合よりも、その企業に対して魅力を感じる割合が約2.8倍に。4

「働きやすさ」と「透明性の高い経営」は、個人投資家が企業を評価する際の重要な
ファクターに。5

企業広報
戦略研究所
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個人投資家の「非財務資本認知」が企業の魅力や価値向上に影響
「人的資本」と「社会・関係資本」の両方が伝わっている人ほど企業への魅力評価が高い

上場企業533社と個人投資家3,680人を対象に、「非財務クロスバリューモデル」で調査

「非財務クロスバリューモデル」は、国際統合報告評議会（IIRC）のフレームワーク

にある6つの資本のうちの、財務資本を除いた5つの「非財務資本」と、その資本を用

いて、社会から解決を求められている「経営課題（ESG）」をクロスして計15領域に

分類することで、各項目が持つ「非財務“価値”」を見える化したモデルです。

本リリースは、2024年5月19日から8月20日に上場企業約3,800社の広報担当責任者宛てに調査票を送付し

回答をいただいた「企業調査」533社のデータと、2024年7月に全国の個人投資家（※）3,680人を対象にした

「個人投資家調査」のデータを、集計・分析した結果です。       ※個人投資家：国内・海外上場株式保有者

Page 1

調査結果のポイント

※「非財務クロスバリューモデル」の詳細は P.8参照

企業・個人投資家がともに重視するのは、「働きやすさ」や「経営の透明性・健全性」。６

企業広報戦略研究所（所長：阪井完二、所在地：東京都港区、株式会社電通PRコンサルティング内）は、非

財務情報に関する企業のコミュニケーション活動の実態と個人投資家の認識を明らかにすることを目的に、2024年に

上場企業を対象とした「企業調査」、および株式保有者を対象とした「個人投資家調査」を実施しました。

2つの調査を、慶應義塾大学総合政策学部（神奈川県藤沢市）保田隆明教授の監修の下、開発した「非財務

クロスバリューモデル」を用いて集計・分析しました。本モデルを用いた調査は、2023年に続き2回目となります。



企業が、現在発信している非財務情報、今後発信を強化したい非財務情報ともに、

「人的資本」が1位で、2位が「社会・関係資本」。
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近年、企業価値の評価において、人的資本をはじめとした非財務情報の重要性が増しています。

この非財務情報に関する企業のコミュニケーション活動の実態を探るべく「企業調査」を実施しました。

上場企業約3,800社の広報担当責任者宛てに実施した調査に回答いただいた533社のデータでは、「現在

発信している非財務情報」の1位は、「人的資本」（88.4％）、次いで「社会・関係資本」（79.9％）となり

ました。次に、「今後発信を強化したい非財務情報」を聞いたところ、こちらも1位が「人的資本」（70.4％）、

2位が、「社会・関係資本」（69.4％）と、1位と2位の項目の順位が同じ結果となっています。

注目を集める「人的資本」とともに、それをステークホルダー間や、内部で共有する能力である「社会・関係資本」

が高いという結果は、企業の広報コミュニケーション活動が果たす役割がますます重要になっている、という傾向が

表れていると考えます。
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＜ 企業調査 ＞ 結果

※6項目のうち1つ以上の各資本に属する項目を選択した割合
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今後発信を強化したい非財務情報
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企業が、今後発信を強化したい項目のトップは、

「従業員が働きやすい制度設計を通じた従業員エンゲージメントの向上」。

「今後発信を強化したい非財務情報」の30項目（各資本で6項目ずつ、5資本×6項目の計30項目）では、

1位が「従業員が働きやすい制度設計を通じた従業員エンゲージメントの向上」（49.3％）となりました。トップ

5のうち、3項目が「人的資本」、2項目が「社会・関係資本」となっています。
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＜ 企業調査 ＞ 結果

今後発信を強化したい非財務情報ランキング（30項目）
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<人的×S>従業員が働きやすい制度設計（柔軟な育児休業制度・リスキリング・ジョブ型雇用など）

を通じた従業員エンゲージメントの向上

<人的×S>女性の役員・管理職比率の向上含め、性別、年齢等に関わらない多様な人材がリーダー

シップを発揮できる制度の導入

<社会・関係×G>企業価値向上のための経営計画やビジョンなどの説明

<人的×G>透明性の高い経営体制の構築（社外取締役活用、各役員のスキル・経験公開など）

<社会・関係×E>環境に配慮したサプライチェーン（原料調達、製造、在庫管理、配送、販売など）

の構築

<社会・関係×S>地域社会への経済的貢献や社会課題への取り組み

<人的×G>経営者や従業員のコンプライアンス（法令遵守）に向けた取り組み

<製造×S>性別・国籍・宗教・障がいの有無などに関わらず多様な人材が活躍できるオフィスや工場

<社会・関係×E>環境活動を通じた、事業への社会的理解の獲得

<自然×E>自然エネルギーの利用による脱炭素社会実現に向けた取り組み

<人的×E>環境意識を高める従業員教育

<知的×G>競争優位やイノベーションの源泉となる発想を促す社内制度・体制

<社会・関係×G>新しい市場獲得やルール形成に向けた情報収集や対話

<知的×S>自社のナレッジやノウハウを公開し、イノベーションや社会課題解決に貢献

<知的×G>事業活動を円滑に推進するための情報セキュリティ体制の構築（ISO等の各種認証取

得）

<製造×E>持続可能かつ環境負荷の少ないオフィスやインフラ設備の利用

<自然×G>事業活動に伴う温室効果ガス排出量の情報開示

<人的×E>環境課題に関する専門部署の設置や専門人材の採用及び育成

<知的×E>環境課題に対する研究開発への積極的な投資

<製造×G>本社機能や設備の代替機能の確保（自然災害などの緊急事態における事業活動の継

続性）

<社会・関係×S>NPOや有識者（大学・研究機関）、他企業を含めた多様なネットワークの構築

<製造×S>自社施設や工場を活用した地域社会との交流・対話

<自然×G>生物多様性のルールやガイドラインに基づく事業活動

<自然×E>森林資源や水資源の保全・有効活用

<知的×E>環境課題に対する特許や権利及びライセンスの保有

<自然×S>地域社会や環境活動団体との環境保全に関する対話や支援

<知的×S>新技術やイノベーションに対する懸念の払しょく（安全面・倫理面など）

<製造×G>経済安全保障・地政学リスクを考慮した生産体制の構築

<自然×S>地域社会の安全に配慮した天然資源の採取・活用

<製造×E>自然と共生した生産拠点の構築

従業員が働きやすい制度設計（柔軟な育児休業制度・リスキリング・ジョブ型雇用など）を通じた従業員エンゲージメントの向上

女性の役員・管理職比率の向上含め、性別、年齢等に関わらない多様な人材がリーダーシップを発揮できる制度の導入

企業価値向上のための経営計画やビジョンなどの説明

透明性の高い経営体制の構築（社外取締役活用、各役員のスキル・経験公開など）

環境に配慮したサプライチェーン（原料調達、製造、在庫管理、配送、販売など）の構築

地域社会への経済的貢献や社会課題への取り組み

経営者や従業員のコンプライアンス（法令遵守）に向けた取り組み

性別・国籍・宗教・障がいの有無などに関わらず多様な人材が活躍できるオフィスや工場

環境活動を通じた、事業への社会的理解の獲得

自然エネルギーの利用による脱炭素社会実現に向けた取り組み

環境意識を高める従業員教育

競争優位やイノベーションの源泉となる発想を促す社内制度・体制

新しい市場獲得やルール形成に向けた情報収集や対話

自社のナレッジやノウハウを公開し、イノベーションや社会課題解決に貢献

事業活動を円滑に推進するための情報セキュリティ体制の構築（ISO等の各種認証取得）

持続可能かつ環境負荷の少ないオフィスやインフラ設備の利用

事業活動に伴う温室効果ガス排出量の情報開示

環境課題に関する専門部署の設置や専門人材の採用及び育成

環境課題に対する研究開発への積極的な投資

本社機能や設備の代替機能の確保（自然災害などの緊急事態における事業活動の継続性）

NPOや有識者（大学・研究機関）、他企業を含めた多様なネットワークの構築

自社施設や工場を活用した地域社会との交流・対話

生物多様性のルールやガイドラインに基づく事業活動

森林資源や水資源の保全・有効活用

環境課題に対する特許や権利及びライセンスの保有

地域社会や環境活動団体との環境保全に関する対話や支援

新技術やイノベーションに対する懸念の払しょく（安全面・倫理面など）

経済安全保障・地政学リスクを考慮した生産体制の構築

地域社会の安全に配慮した天然資源の採取・活用

自然と共生した生産拠点の構築

人的資本

社会・関係資本

n=533



個人投資家の認識を把握するため、「個

人投資家調査」（n=3,680）を実施し

ました。非財務情報の30項目は「企業調

査」と同じ項目を使用しています。

個人投資家が、「現在発信をしていると

感じる非財務情報」の1位は「人的資本」

（53.0％）、2位は「社会・関係資本」

（44.9％）となりました。

また、「今後発信を期待する非財務情

報」でも、上記「現在発信をしていると感

じる非財務情報」と同様の順位となりまし

た。

1位が「人的資本」、2位が「社会・関係

資本」というのは、「企業調査」での結果と

同様の順位となっています。

企業側、個人投資家側のどちらの認識も、

「人的資本」と「社会・関係資本」に注目

していることがうかがえる結果となりました。
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＜ 個人投資家調査 ＞ 結果

個人投資家が、現在発信をしていると感じる非財務情報、今後発信を期待する非

財務情報ともに、「人的資本」が1位で、2位が「社会・関係資本」。
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個人投資家に「人的資本」と「社会・関係資本」の両方が伝わっていると、一方だけが

伝わっている場合よりも、その企業に対して魅力を感じる割合が約2.8倍に。

「企業調査」、「個人投資家調査」ともに数値の高かった

「人的資本」と「社会・関係資本」について、その認識状況

と企業に対して感じる「魅力」の度合い、「経済的価値」、

「社会的価値」といった企業への評価との関係性を分析し

ました。調査データは、「個人投資家調査」の結果を基に

分析しています。

＜ 個人投資家調査 ＞ 結果

「人的」「社会・関係資本」認識別の企業評価

魅力度
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個人投資家が、「人的資本」のみを認識している場合と比

較し、「人的資本」「社会・関係資本」の両方を認識してい

る場合とでは、企業に対して感じる「魅力」の全体平均より

上回る割合が7.9ptから22.0ptへと約2.8倍向上しました。

同様に、「経済的価値」や「社会的価値」との関係性を分

析しました。どちらも「人的資本」と「社会・関係資本」が

セットで伝わる方が、全体平均を上回る割合が2倍以上に

向上する結果になりました。

最も魅力を感じる企業

売上や利益など収益を
あげる力が強いと感じる
企業

社会課題を解決する
力が強いと感じる企業

（％）

（％）（％）



「個人投資家調査」のデータから、企業に対して感じる「魅力」の度合い、「経済的価値」、「社会的価値」の

3つの評価項目を目的変数に、非財務情報の30項目を説明変数に、重回帰分析を実施しました。

「人的資本」の6項目を見ると、「透明性の高い経営体制の構築」が、「魅力」・「経済的価値」・「社会的価

値」のすべての項目と関係性があることが示されました。また、「従業員が働きやすい制度設計を通じた従業員

エンゲージメントの向上」と、「魅力」、「経済的価値」との関係性が示されました。

＜ 個人投資家調査 ＞ 結果

「人的資本」6項目と、企業の魅力・経済的価値・社会的価値との重回帰分析

「働きやすさ」と「透明性の高い経営」は、個人投資家が企業を評価する際
の重要なファクターに。
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魅力
（ブランド）

最も魅力を感じる企業 0.391

0.037 ‐0.019 0.351 0.025 0.262 ‐0.014

** *

経済的価値 売上や利益など収益をあげる力が強いと感じる企業 0.624

0.149 ‐0.004 0.227 0.041 0.277 ‐0.041

** **

社会的価値 社会課題を解決する力が強いと感じる企業 0.677

0.080 0.116 0.096 ‐0.015 0.262 0.047

**

E S G

人的資本

数値は標準偏回帰係数 ** p<0.01  * p<0.05
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「企業調査」の今後発信を強化したい非財務情報を縦軸に、「個人投資家調査」の今後発信を期待する

非財務情報を横軸に散布図を作成しました。縦軸も横軸も平均値よりも高い項目は、9項目となりました。

＜ 企業調査 × 個人投資家調査 ＞ 結果

企業・個人投資家がともに重視するのは、「働きやすさ」や「経営の透明性・
健全性」。

0.0

20.0

40.0

60.0

0.0 5.0 10.0

n=3,680

企業の強化意向×個人投資家の期待

個人投資家調査（％）
今後積極的な発信を
期待する非財務情報

※6項目×10社のうち1つ以上の
各資本に属する項目を選択した割合

企業調査（％）
今後発信を強化したい
非財務情報

※6項目のうち1つ以上の各資本に
属する項目を選択した割合

従業員が働きやすい制度設計（柔軟な育児休業制度・リスキリン

グ・ジョブ型雇用など）を通じた従業員エンゲージメントの向上

❶

❷

❸

❹

❺

❻

❼

❽

❾

従業員が働きやすい制度設計（柔軟な育児休業制度・リスキリング・ジョブ型雇用など）を通じた従業員エンゲージメントの向上

女性の役員・管理職比率の向上含め、性別、年齢等に関わらない多様な人材がリーダーシップを発揮できる制度の導入

企業価値向上のための経営計画やビジョンなどの説明

透明性の高い経営体制の構築（社外取締役活用、各役員のスキル・経験公開など）

環境に配慮したサプライチェーン（原料調達、製造、在庫管理、配送、販売など）の構築

経営者や従業員のコンプライアンス（法令遵守）に向けた取り組み

性別・国籍・宗教・障がいの有無などに関わらず多様な人材が活躍できるオフィスや工場

自然エネルギーの利用による脱炭素社会実現に向けた取り組み

n=533

環境意識を高める従業員教育

企業の強化意向×個人投資家の期待 どちらも平均以上の9項目

平均選択率 23.6

平均選択率 5.2

９8
7

6

5

4

3

2

1

社会・関係資本

製造資本

人的資本

自然資本

知的資本
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＜お願い＞ 本調査内容を転載・引用する場合、転載者・引用者の責任で行うとともに、当研究所の調査結果である

旨を明示してください。

企業広報戦略研究所とは
（Corporate communication Strategic studies Institute : 略称C.S.I.）

企業経営や広報の専門家（大学教授・研究者など）と連携して、企業の広報戦略・体制などについて
調査・分析・研究を行う、（株）電通PRコンサルティング内の研究組織です。
2013年12月設立 所長：阪井完二
企業広報戦略研究所サイト http://www.dentsuprc.co.jp/csi/

※本リリース上のスコア構成比（％）は小数第2位以下を四捨五入しているため、表において加減の結果が小数第1位で異なる場合や、合計が必ずしも
 100%にならない場合があります。

企業広報戦略研究所が、慶應義塾大学保田隆明教授監修のもと開発した、企

業の非財務情報に対する個人投資家の評価を数値化するモデル。国際統合報告

評議会（IIRC）のフレームワークのうち、財務資本を除いた人的資本、知的資本、

社会・関係資本、製造資本、自然資本の“非財務情報”5項目に「ESG」の3項目

をクロスさせ、合計15の領域を定め（1領域につき2項目、合計30項目）、個人

投資家が認識している、業種・企業に期待する「非財務情報」を分析・把握する。

https://www.dentsuprc.co.jp/csi/csi-topics/20240415.html
■過去の非財務クロスバリューモデルを用いた調査については、以下よりご参照ください

非財務クロスバリューモデル
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＊９ページご参照

＜ 企業調査 ＞

■調査対象：プライム市場、スタンダード市場、グロース市場に株式上場している企業（3,798社）

広告・PR業他社は除く

■調査手法：郵送、およびインターネット調査を併用

■調査期間：2024年5月19日～8月20日

■有効回答数：533社（有効回答率14.0％）

＜ 個人投資家調査 ＞

■調査対象：

■調査手法： インターネット調査

■調査期間： 2024年7月14日～7月24日

■調査対象企業： 20業界200社（業界ごとに500人ずつで調査）

全国の20～69歳の男女 計10,000人のうち、「国内上場株」「国内上場株（NISA枠）」

「海外上場株」「海外上場株（NISA枠）」のいずれかの株式保有者 n=3,680人

＜ 企業調査 ＞＜ 個人投資家調査 ＞ 概要
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業界 企業 業界 企業 業界 企業 業界 企業

三井不動産 日本電信電話（NTT） イオン Tesla（テスラ）

三菱地所 ソフトバンクグループ（ソフトバンク） セブン＆アイ（セブン-イレブン） フォルクスワーゲングループ

東急不動産 KDDI ファーストリテイリング（ユニクロ） ビーワイディー（BYD）

都市再生機構（UR都市機構） NTTドコモ ヤマダ（ヤマダデンキ） Hundai Mobility（現代・起亜）

清水建設 LINEヤフー 大創産業（DAISO） メルセデス・ベンツ

鹿島建設 マイクロソフト 良品計画（無印良品） ビー・エム・ダブリュー

大林組 ByteDance（TikTok） パン・パシフィック・インターナショナル（ドン・キホーテ） ボルボ・カー

大成建設 Facebook（Instagram） ファミリーマート ブリヂストン

竹中工務店 グーグル（Youtube） ローソン 住友ゴム工業（ダンロップ）

森ビル Twitter（X） ニトリ TOYO TIRE

積水ハウス 三菱UFJフィナンシャル・グループ 𠮷野家 キリン

大和ハウス工業 三井住友フィナンシャルグループ くら寿司 アサヒグループ（アサヒ）

住友林業 みずほフィナンシャルグループ スターバックス コーヒー サントリー

旭化成ホームズ（へーベルハウス） ゆうちょ銀行 プレナス（ほっともっと） コカ・コーラ

セコム ビザ・ワールドワイド ゼンショー（すき家） 宝（宝酒造）

プライムライフテクノロジーズ マスターカード マクドナルド 伊藤園

YKK AP アメリカン・エキスプレス すかいらーく 森永乳業

LIXIL 農林中央金庫 FOOD & LIFE COMPANIES（スシロー） ヤクルト本社

TOTO 野村（野村證券） コロワイド（かっぱ寿司） ネスレ

綜合警備保障（ALSOK） 大和証券グループ本社（大和証券） トリドール（丸亀製麺） サッポロ

東京電力 日本生命 東日本旅客鉄道（JR東日本） 味の素

関西電力 第一生命 東海旅客鉄道（JR東海） 日本ハム

中部電力 東京海上 西日本旅客鉄道（JR西日本） 山崎製パン

東北電力 かんぽ生命 近鉄グループ（近畿日本鉄道） キッコーマン

東京ガス MS&ADインシュアランスグループ 東急（東急電鉄） 日清食品

大阪ガス 全国共済農業協同組合連合会（JA共済） 阪急阪神（阪急電鉄･阪神電気鉄道） ハウス食品グループ本社（ハウス食品）

ENEOS 三菱商事 西日本鉄道（西鉄） 明治

JERA 伊藤忠商事 小田急電鉄 森永製菓

電源開発（J-POWER） 三井物産 大阪市高速電気軌道（Osaka Metro） 江崎グリコ

出光興産 住友商事 東京地下鉄（東京メトロ） ロッテ

日本製鉄 ソニーグループ（ソニー） 日本航空（JAL） 武田薬品工業

JFE 日立製作所 全日本空輸（ANA） 大塚（大塚製薬）

神戸製鋼所（KOBELCO） パナソニック 日本郵船 アステラス製薬

住友電気工業 三菱電機  JTB 第一三共

三菱マテリアル 富士通 KNT-CT（近畿日本ツーリスト） 中外製薬

三菱重工業 日本電気（NEC） 日本通運 エーザイ

コマツ（小松製作所） キヤノン SG（佐川急便） 塩野義製薬

クボタ シャープ ヤマト（ヤマト運輸） ロート製薬

IHI アイ・ビー・エム 日本郵便 ツムラ

川崎重工業 Apple 商船三井 ジョンソン・エンド・ジョンソン

リクルート ニデック（旧 日本電産） トヨタ自動車 三菱ケミカルグループ（三菱ケミカル）

バンダイナムコ ダイキン工業 本田技研工業 富士フイルム

アマゾン 京セラ 日産自動車 旭化成

ベネッセ 村田製作所 マツダ 信越化学工業

オープンAI（ChatGPT） セイコーエプソン スズキ 東レ

任天堂 サムスン電子 SUBARU ユニ・チャーム

スクウェア・エニックス オムロン 三菱自動車工業 ライオン

MIXI ルネサスエレクトロニクス ダイハツ工業 花王

オリエンタルランド（東京ディズニーリゾート） TSMC ヤマハ発動機 資生堂

ユー・エス・ジェイ（ユニバーサル・スタジオ・ジャパン） エヌビディア いすゞ自動車 P&G
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＜ 個人投資家調査 ＞ 調査対象企業一覧
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監修

保田 隆明先生  慶應義塾大学 総合政策学部教授

リーマン・ブラザーズ証券、UBS証券で投資銀行業務に従事した後に、SNS運営会社を起業。

同社売却後、ベンチャーキャピタル、金融庁金融研究センター、小樽商科大学大学院准教授、

昭和女子大学准教授、神戸大学大学院経営学研究科准教授および教授を経て、2022年4

月から現職。2019年8月より2021年3月までスタンフォード大学客員研究員としてアメリカ・シリ

コンバレーに滞在し、ESGを通じた企業変革について研究。複数社の上場企業の社外取締役お

よび監査役も兼任。主な著書に『企業価値に連動する人的資本経営戦略』（中央経済社、

2024年）、『ESG財務戦略』（ダイヤモンド社、2022年）、『地域経営のための「新」ファイナン

ス』（中央経済社、2021年）、『コーポレートファイナンス 戦略と実践』（ダイヤモンド社、2019

年）等。博士（商学）早稲田大学。1974年兵庫県生まれ。

現在の企業経営において、「人的資本」はもはやコストではなく、企業価値を生み出す源泉としての認識

が高まっています。企業が持続的に成長し、資本市場から適切に評価されるためには、人的資本への戦

略的投資とマネジメントが不可欠です。特に人的資本を含む無形資産の強化は、キャッシュフローの向上

や資本コストの引き下げといった経営の根幹にまでポジティブな影響をもたらします。そして、さらに重要な

のは、こうした取り組みを社内外のステークホルダーに対していかに効果的に伝え、共有するかという点です。

対外的には、個人投資家や機関投資家に向けて、人的資本の育成状況や成果、組織の変革力（ア

ジリティ）や耐久力（レジリエンス）といった特性を、具体的かつ一貫性のある形でIR活動として発信し

ていく必要があります。一方、対内的には、経営の方針や人的資本戦略を従業員と共有し、理解と納

得のもとでエンゲージメントを高めることが、組織の一体化と変革推進力の源になります。こうした対外的

な「発信」と社内「共有」の両輪で、人的資本経営は企業価値へと昇華されるのです。

今回の調査では、企業・個人投資家の双方が「人的資本」と「社会・関係資本」を重要視しているという

結果が明らかになりました。中でも、「従業員が働きやすい制度設計を通じたエンゲージメントの向上」や

「透明性の高い経営体制の構築」など、企業の内面に根差した取り組みが高く評価されています。特筆

すべきは、「人的資本」と「社会・関係資本」の両方が投資家に伝わっている企業は、そうでない企業と比

べて2.8倍も「魅力的」と認識されている点です。これは、単なる情報開示ではなく、双方向的なコミュニ

ケーションによる良好な関係構築が重要であることを示唆しています。

非財務情報の開示がますます求められる今、企業が発信する情報とその受け手である個人投資家の認

識を把握することは、企業価値向上のために極めて重要です。本リリースにある研究成果は、その課題に

向き合い、データ分析を通じて実態を可視化した有意義なものです。経営者やIR、広報担当者の皆さ

まは、この研究成果を参考に、自社の情報開示のあり方を、見つめ直す契機としていただければ幸いです。
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